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時価情報の開示方に関する意見 

 

 

○ 7 月 20 日公表の会計基準案において、金融資産及び負債に係る簿価、時価及びその差

額を新たに注記することが求められ、時価の算定方法については、会計基準第 6 項及び実

務指針第 47～55 項を踏まえることとされています。 

 

○ 当該規定によると、時価は、市場価格がある場合は当該価格、ない場合は合理的に算

定された価額とされており、適用指針案の参考情報に記載の開示例（製造業）も併せて考

えると、今回から新たに時価評価が求められる借入金や社債については、元利払いに係る

将来キャッシュフローの現在割引価値が適用されると考えられます。 

 

○ 上記の方法で算定された時価は、利払い等に係る税効果を織り込んでいないため、当

該金融商品から直接的、間接的に発生するキャッシュ・フローを踏まえた評価額と比べて、

過大に評価されることになります。 

 

○ 現行の会計基準において時価評価額が貸借対照表に反映されている「その他有価証券」

については、純資産の部に計上する評価差額に関して、税効果会計を適用することが明示

されている(会計基準第 18 項)ことを踏まえると、新たに開示が求められる時価に関する注

記においても、税効果を適用した評価差額とするべきであると考えます。 

 


